
 
 
 
 
 
 

2026年 9月 25日 

 

 

日新火災海上保険株式会社（取締役社長 織山 晋、以下「当社」）は、地域社会の安心・安全の実現に向けた

取り組みの一環として、水害対策事業を資金使途とした、埼玉県が発行する「埼玉県第 1回公募公債（グリー

ンボンド・10年・水害レジリエンス債）」（以下「本債券」）を購入したことをお知らせいたします。 

本投資を通じて、水害対策をはじめとする地域の防災・減災の取り組みを資金面から支援し、水害による被

害の予防・軽減と地域の災害対応力の向上に貢献してまいります。 

 
 
１．背景 

近年、気候変動の影響により自然災害が激甚化・頻発化し、全国各地で甚大な被害が発生しています。自

然災害から地域住民の安全・安心を確保するためには、社会インフラの整備・機能強化に加え、地域全体で

防災・減災に取り組むことが重要です。 

当社は、損害保険事業を通じてお客さまと地域社会の安心・安全を支えるとともに、持続可能な社会の実

現に向けた取り組みを進めています。事故発生後の保険金のお支払いに加え、防災・減災や事故の予防、被

害軽減に資する活動を通じて、社会課題の解決に取り組んでいます。 

また、東京海上グループでは、主要課題の一つに「災害レジリエンスの向上」を掲げ、保険金のお支払い

に加えて、事故・災害の未然防止や被害の極小化、早期復旧までを通じた「災害に強い社会」の実現に取り

組んでいます。グループ会社の東京海上日動火災保険株式会社では、2025年度より、水害対策事業を資金使

途とした地方債への投資を開始しています。 

こうした中、埼玉県では、「埼玉県 5か年計画～日本一暮らしやすい埼玉へ～」において、2040年を見据え

た将来像の一つに「安心・安全の追究（レジリエンス）」を掲げ、「災害・危機に強い埼玉の構築」に向け

て、治水・治山対策を推進しています。当社は、さいたま本社を置く埼玉県をはじめ、地域に密着する損害

保険会社として、こうした取り組みを資産運用の側面からも支援することで、地域の安心・安全に貢献して

いきたいと考えています。 

 

２．水害対策事業を資金使途とした債券投資 

今般、当社は、資産運用の側面からも地域の防災・減災に貢献するため、水害対策事業を資金使途とした

地方債への投資を行いました。投資にあたっては、投資利回り等の経済合理性に加え、調達資金が社会イン

フラ整備等に活用されることで期待される水害被害の予防・軽減効果も考慮します。 
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３．埼玉県の「水害レジリエンス債」の購入 

本債券への投資を通じて、埼玉県が進める水害対策を資金面から支援し、県内の災害レジリエンス向上に

貢献してまいります。 

 なお、本債券の概要は以下のとおりです。 

名称 埼玉県第 1回公募公債（グリーンボンド・10年・水害レジリエンス債） 

発行額 総額 10億円 

当社購入額 5億円（予定） 

年限 10年満期一括償還 

発行日 2026年 10月 6日 

償還日 2036年 10月 6日 

主幹事証券会社 大和証券株式会社 

受託会社 株式会社埼玉りそな銀行 

主な充当事業 河川拡幅工事、河川護岸工事、排水機場整備、調節池整備 

 

４．今後について 

当社は、今後も投資収益性を確保しながら、防災・減災や災害レジリエンスの向上など、地域社会の課題

解決につながる投資機会を検討してまいります。損害保険事業に加え、資産運用の側面からも地域社会の安

心・安全の実現と持続可能な発展に貢献してまいります。 

以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


